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会社概要

社 名

設 立

事 業 内 容

保 証 債 務 残 高

店 舗 数

従 業 員 数

上場市場・証券コード

本 社 所 在 地

資 本 金

全国保証株式会社

1981年2月19日

住宅ローンを中心とする信用保証事業

21.3兆円 （2026年3月末見込み）

12店舗（本社・本支店・営業所）

連結3６9名/単体305名 （2025年3月末時点）

東京証券取引所 プライム市場 ・ 7164

（JPX日経インデックス400構成銘柄）

（FTSE JPX Blossom Japan Sector Relative Index構成銘柄）

東京都千代田区大手町2-1-1 大成大手町ビル

107億384万円

※保証債務残高は全国保証および子会社の保証債務残高に加えて、RMBS、 ABL貸付、損失補填契約の裏付となる住宅ローン債権等（一部投資用含む）の合計

※



全国保証の沿革

信用保証事業を目的として全国保証株式会社設立

厚生年金転貸住宅融資の保証業務開始

民間金融機関の住宅ローン保証業務開始

保証債務残高５兆円達成

東京証券取引所市場第一部に株式を上場

保証債務残高10兆円達成

保証債務残高13兆円達成し、国内トップの保証会社へ

保証債務残高15兆円達成

市場第一部からプライム市場へ移行

保証債務残高20兆円達成

5ヵ年中期経営計画「Go for 50」スタート

1 9 8 1 年

1 9 9 7 年

2 0 0 7 年

2 0 1 2 年

2 0 1 6 年

2 0 1 9 年

2 0 2 1 年

2 0 2 2 年

2 0 2 5 年

2 0 2 6 年
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全国保証の役割

⚫ 全国保証は、住宅ローンの連帯保証を個人に代わって引き受ける会社

⚫ お客様（借入人）は、借入手続きがスムーズになり、金融機関は全国保証が保証することで
安心して融資が可能

⚫ 全国保証は、お客様と金融機関の双方にメリットのあるサービスを提供

保証引受までの流れ
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保証会社の利用状況

⚫ 日本の住宅ローンは、保証会社による信用保証を付けるのが一般的

⚫ 金融機関の約9割以上が、保証会社を利用している

⚫ 保証会社は、金融機関の系列や独立系の保証会社がある

保証会社の利用状況

保証会社を利用する

92.3%

保証会社を利用しない

7.7%

※ 住宅金融支援機構「住宅ローン貸出動向調査」を基に 当社にて作成

金融機関

or

系列

独立系

✓金融機関の子会社や

共同出資で設立した会社

✓独立系の住宅ローン保証

会社は当社のみ

※ 独立系保証会社：金融機関の子会社または関連会社でない住宅ローン保証会社

保証会社は系列もしくは独立系を利用
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全国保証の強み① 独立系の保証会社

⚫ 全国保証は、国内唯一の独立系住宅ローン保証会社

⚫ 独立系であるため、全国各地の様々な金融機関と提携が可能

⚫ 地域や取引先が集中しないことで、リスク分散が可能

銀行

信用金庫

信用組合

JA

JF・労働金庫 他

全国提携金融機関数

7１2機関
(2025年3月末時点)

一方で金融機関系列の保証会社などは・・・
親会社や出資元など

特定の金融機関のみと提携

提携
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全国保証の強み② 顔の見える保証会社

⚫ 地域密着型の「顔の見える保証会社」として、提携金融機関との関係強化を実施

きめ細かいサービス提供

全国各地で保証商品の説明会・勉強会や
出張相談会を開催

北海道から九州まで全国に12の店舗を設けて
取引先金融機関と関係強化

全国にある拠点網
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全国保証の強み③ 精度の高い審査

⚫ 蓄積した審査ノウハウと豊富なデータを活用し、迅速に保証引受を判断

⚫ 精度の高い審査を行ってきた結果、保証債務残高に占める延滞割合は低位

全国保証

(保証審査）

金融機関

（保証の申込）

40年超のノウハウ
×

豊富なデータ

審査数 年間30万件以上

233
206

224

290

331

0.16%
0.14% 0.14%

0.17% 0.18%

0.00%

0.05%

0.10%

0.15%

0.20%

0.25%

0.30%

0.35%

0.40%

0.45%

0

50

100

150

200

250

300

350

400

2021/3 2022/3 2023/3 2024/3 2025/3

延滞保証債務残高(億円) 延滞割合

精度の高い審査により
延滞割合は低位に推移

※延滞保証債務残高は３回以上延滞の保証債務残高を集計
※2023年3月期より子会社含む



借入人
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代位弁済および債権回収

⚫ 代位弁済金額および代位弁済率は、低い水準で推移

⚫ 担保物件売却による回収率は、高水準を維持

全国保証金融機関

①返済できない場合 ②代位弁済の請求

③代位弁済

～代位弁済までの流れ～

70.5%
73.0%

77.4%
74.8%

72.8%

2021/3 2022/3 2023/3 2024/3 2025/3

担保物件売却による回収率

※民間金融機関住宅ローン保証

104
93

107
122

144

0.08% 0.07% 0.07% 0.08% 0.09%

2021/3 2022/3 2023/3 2024/3 2025/3

代位弁済金額(億円) 代位弁済率

※2023年3月期より子会社含む



11

金利上昇が与える影響

⚫ 金利上昇局面においても、当社の与信関連費用に与える影響は限定的と想定

⚫ 借入金額３，０００万円で、金利0.5％上昇時の毎月返済金額の増加額は、0.7万円程度であり、

返済に与える影響は少ない

⚫ 変動金利型住宅ローンは、5年ごとの見直し時に返済額の上限を1.25倍とする特約条項が
定められているケースが多い

借入条件

借入金額：3,000万円 返済期間：35年
変動金利：0.5％ 返済方法：元利均等返済

適用金利 上昇幅 毎月返済額 増加額

0.5％ ±0.0pt 7.7万円 －

1.0％ +0.5pt 8.4万円 +0.7万円

2.5％ +2.0pt
9.7万円

※125％ルール適用
+2.0万円

1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 6年目

元本 利息

5年ルール
金利：６か月毎に見直し
返済額：５年間固定

125％ルール
返済額：1.25倍上限

毎
月
返
済
額

～変動金利型住宅ローンの特約条項イメージ～～金利上昇時の毎月返済額の変動イメージ～
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業績推移

⚫ 保証債務残高の堅調な伸長と代位弁済金額の低位な推移により、業績は順調に拡大

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

（単位：百万円）

2023年3月期
(連結)

2024年3月期
(連結)

2025年3月期
(連結)

2026年3月期

（連結）※業績予想

営業収益 (百万円) 50,272 51,638 56,972 58,500

営業利益 (百万円) 39,884 39,102 41,974 41,100

経常利益 （百万円） 41,456 41,581 44,518 46,000

当期純利益(百万円) 28,584 28,796 32,089 32,000

※業績予想は2026年3月16日公表数値
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長期ビジョン

住宅ローン
プラットフォーマー

を目指す

住宅ローン保証を中核
とした住生活・金融分野
の総合グループ形成

住生活・金融総合グループとして
ステークホルダーに価値を提供する

長期ビジョン

2023-2025 2026-2030

不確実性を増す外部環境

2035

前中期経営計画 ビジョン 新中期経営計画 ビジョン

地域社会

地域課題解決の提案による
持続可能な地域づくりに貢献

金融機関

共に地域経済を支える
ビジネスパートナー

従業員

仕事への誇りや成長を実感する
新たな企業文化を醸成

株主・投資家

安定・成長・信頼による
長期的な企業価値向上

バックキャスト

⚫ 不確実性を増す外部環境のなか、将来の目指す姿として長期ビジョンを描き、
実現に向けた中期経営計画を策定
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新中期経営計画のビジョン

前中期経営計画のビジョン

「住宅ローンプラットフォーマー」

中核
信用保証事業

期中管理・債権回収

物件検索・ローン仲介

新中期経営計画のビジョン

セカンドハウス

在宅医療

インフラ整備

住生活

etc.

金融

家賃保証

フィンテック企業

モーゲージバンク

etc.

住宅ローン保証を中核とした住生活・金融分野の総合グループ形成
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新中期経営計画の概要

住宅ローン保証を中核とした住生活・金融分野の総合グループ形成

ビジョン

Go for 50 保証の力で未来をひらく

新中期経営計画の最終年度である2031年2月に50周年を迎える

これまでに培った信用保証事業を礎に住生活分野での新たな価値創造に向かう意思を込めている

基本方針

新中期経営計画 2026-2030

II

◼ 住生活グル－プ形成

◼ 資産運用の利回り改善

新たな収益の獲得

◼ 人的資本の価値向上・組織力強化

◼ グループガバナンス強化

III

人材・組織・ガバナンス強化

I

◼ ソリューション提供による規模拡大

◼ 規模拡大とコスト管理によるEPS向上

基幹事業の成長と進化

IV

◼ 資本活用と資本効率向上

◼ 株主還元

資本政策

⚫ 10年後のありたい姿からバックキャストして新中期経営計画を策定

⚫ 設立50周年に向けて各種取り組みを実行していく
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新中期経営計画 KPI

⚫ 基幹事業の規模(保証債務残高)、収益性・成長性(EPS)、資本効率性(ROE)に関するKPIを設定

⚫ 人的資本投資に関する指標として、従業員満足度をKPIとして設定

ROE

従業員満足度

保証債務残高

EPS
一株当たり当期純利益

12-15%

4.9点以上

27.3兆円

298.0円

13.3%

4.9点

21.3兆円

238.6円

-

-

+5.0%

+4.5%

FY2031/3
FY2026/3
業績予想*

CAGR

* 業績予想は2026年3月16日公表数値、保証債務残高は同日時点での見込み値
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新中期経営計画 基本方針I. 「基幹事業の成長と進化」
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基幹事業の成長と進化

コスト管理
保証事業
規模拡大

リレーション強化とソリューション提供

多様な保証商品
DXサービス

既存住宅ローン市場
(インオーガニック成長)

新規住宅ローン市場
(オーガニック成長)

リスク引受手法
(同業M&A、ABL貸付)

EPS
一株当たり当期純利益 298.0円

FY2031/3目標

保証債務残高

27.3兆円

FY2031/3目標

ソリューション提供による規模拡大 P20～

規模拡大とコスト管理によるEPS向上 P24～

純増4.0兆円

純増2.0兆円オーガニック成長

インオーガニック成長

FY2026/3
21.3兆円

FY2031/3
27.3兆円

5年CAGR+5.0%

⚫ 基幹事業である住宅ローン保証事業において更なる成長と進化を目指す
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基幹事業の成長と進化 (ソリューション提供による規模拡大)

⚫ 従来のリレーション強化に加えてソリューション提供による“課題解決”を図ることで
基幹事業の規模拡大を目指す

◼ 体制面の強化

企画・営業分野に業務集中▶P21

◼ 深耕営業の継続

全国にある拠点網を活用し、
地域に密着した営業活動を展開

◼ 提供するソリューション

新規ローン保証、既存ローン保証
にてソリューションを提供▶P22～

新中期経営計画 取り組み前中期経営計画

リレーション強化

深耕営業による関係強化

金融機関との新規提携

ソリューション提供

顧客の課題を解決

新たに取り組み強化

リレーション強化

継続して取り組み

深耕営業による関係強化
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基幹事業の成長と進化 (ソリューション提供による規模拡大)

⚫ 金融機関へのソリューション提供を実現するため、業務効率化を進め企画・営業の時間を創出

施策 主な取り組み 期待する効果

業務フロー
改善

業務可視化・再構築
AI活用範囲の拡大

人的リソースの
最適配置を実現

DXサービス
提供

当社DXサービスの
金融機関への提供拡大

審査項目情報の
入力作業を削減

社内システム
改善

クラウド環境×API

による外部情報連携
柔軟性・拡張性向上

• 業務効率化により事務をスリム化、
ソリューション提供のための企画・営業への時間を創出

人員構成割合 業務効率化の取り組み

FY2026/3 FY2031/3

業務効率化により
スリム化事務

40%

審査・債権管理
45%

企画・営業
15%

事務
30%

審査・債権管理
45%

企画・営業
25%

業務集中により
ソリューション提供実現
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⚫ 市場ニーズをとらえた商品・サービスの提供により、
新規住宅ローン市場からの獲得(オーガニック成長)を図る

新規住宅ローン市場(オーガニック成長) 当社が提供するソリューション

• 新築市場が縮小するなか、中古市場拡大と価格高騰により
住宅ローン新規貸出は20兆円の規模を維持

• 物価上昇に伴い不動産価格上昇が続くと予想、
新築に比べて割安な中古住宅需要の継続を見込む

• 5年間累計で11兆円の新規保証実行を計画、約定返済を
踏まえたオーガニック成長による残高純増4兆円を目指す

多様な保証商品

DXサービス

• 中古住宅市場拡大に伴うリフォーム需要増加に対応する
商品、生活関連資金を対象とする商品を開発・提供する

• 地域金融機関と連携しエリア特性を踏まえた各種施策に
取り組み、地域の課題解決を図る

• 不動産業者、金融機関、借入人は住宅ローン手続きの
省力化を求めており、Web完結型の住宅ローン申込に
対応するサービスを提供していく

新規住宅ローン貸出金額 約21兆円

獲得可能な市場

出所) 住宅金融支援機構「業態別の住宅ローン新規貸出額及び貸出残高の推移」

当社新規保証金額 1.8兆円
FY2026/3予想

【新規住宅ローン市場】

オーガニック成長
新規保証実行金額

(5年間累計) 11.0兆円

新中計期間累計目標

(残高純増額4.0兆円)

基幹事業の成長と進化 (ソリューション提供による規模拡大)
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⚫ 金融機関ごとのニーズに合わせたリスク引受により、
既存住宅ローン市場からの獲得(インオーガニック成長)を図る

• 既存住宅ローン市場は210兆円超の巨大市場であり拡大

傾向、金融機関のニーズに合致したリスク引受手法を提案

• ABL貸付等の償還状況に応じて獲得金額を変化させるため、
インオーガニック市場では残高純増額を指標として管理する

• 既存住宅ローン市場からの獲得により2兆円分の保証債務

残高純増を目指す

既存住宅ローン市場(インオーガニック成長) 当社が提供するソリューション

民間住宅ローン貸出残高 約210兆円

提案可能な市場

• 住宅ローンに対するリスクウェイト低減によるRORA・
自己資本比率改善の課題解決を図る

• リスク引受はABL貸付のほか、RMBS購入、損失補填契約
の手法により対応、金融機関要望等により検討していく当社保証債務残高 21.3兆円

FY2026/3予想

インオーガニック成長
既存住宅ローン市場からの
獲得による残高純増額 2.0兆円

新中計期間残高純増目標

子会社保証会社のM&A

ABL貸付等

• 子会社保証会社の残高減少や人員不足、統合により重複
して存在するなど、金融機関の経営合理化の課題を解決

• 過去6社の引受をしており、取り組みを継続していく

【既存住宅ローン市場】

出所) 住宅金融支援機構「業態別の住宅ローン新規貸出額及び貸出残高の推移」

基幹事業の成長と進化 (ソリューション提供による規模拡大)
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207.9 209.5 
236.5 238.6 

298.0 

FY2023/3 FY2024/3 FY2025/3 FY2026/3 FY2031/3

EPS向上に向けた取り組み

保証事業
規模拡大

• リレーション強化による顧客課題の把握と、
ソリューション提供による課題解決提案

• 市場ニーズをとらえた商品・サービスの提供

• 金融機関の住宅ローン課題解決

コスト管理

• 保証債務および求償債権管理
(与信関連費用管理) ▶P25

• グループ会社の機能集約による効率化

新たな収益の
獲得

• 「基本方針II. 新たな収益の獲得」
に整理▶P26EPS

一株当たり当期純利益 298.0円

FY2031/3目標

EPSの推移

5年CAGR
+4.5%

⚫ 保証事業の規模拡大とコスト管理によりEPS向上を目指す

基幹事業の成長と進化 (規模拡大とコスト管理によるEPS向上)

～
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基幹事業の成長と進化 (規模拡大とコスト管理によるEPS向上)

⚫ 与信関連費用はコロナ禍前後で変化があったものの、足元で影響は薄れつつあり今後安定推移
を見込む
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• コロナ禍の各種支援終了の影響により、
残高に対する与信関連費用の割合が上昇傾向にあった

• 上記影響の落ち着きとともに、与信関連費用は中長期的
に0.03%程度での安定推移を見込む

*1 与信関連費用は債務保証損失引当金繰入額と貸倒引当金繰入額の合計
*2 全国保証およびグループ会社の期末保証債務残高、ABL貸付・RMBS・損失補填を除く

与信関連費用*1 ÷ 保証債務残高*2与信関連費用*1(億円)

保証債務・求償債権管理に関する取り組み

顧客相談
体制の充実

• 保証委託者との連絡手法を拡充

• 早期相談実施による問題解決を図る

金融機関との
連携強化

• 金融機関と連携強化を図り、保証委託者
が抱える問題の早期把握・解決を図る

物件売却による
回収最大化

• 代位弁済後は、グループ会社のあけぼの
債権回収社が集中管理を実施

• 市場動向を踏まえた物件売却手法を選択

与信関連費用*1÷保証債務残高*2

0.03%

FY2031/3目標

コロナ禍の各種支援により
与信関連費用低下

コロナ禍以降の
正常化への動き

0.03%程度で
安定推移を見込む

与信関連費用
安定期

与信関連費用*1の推移

0.020%0.021%0.020%0.020%

0.014%0.013%

0.020%
0.022%

0.029%
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新中期経営計画 基本方針Ⅱ. 「新たな収益の獲得」
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新たな収益の獲得 (住生活グループ形成)

⚫ 住宅ローン保証を中核に、住生活・金融の総合グループを形成し新たな収益の獲得を目指す

• 住宅ローン保証を中核に、住宅ローンの川上・川下領域
を拡大、住生活関連領域にも進出

• ステークホルダーへの中長期的な価値提供を実現する
住生活・金融の総合グループ形成を目指す

グループの目指す姿

• 活用可能な資本を用いて、M&Aや一部出資による
資本提携を進める

• 投資先の事業分野でのシナジー実現を図ることで、
事業領域を拡大していく

• CVCを活用したスタートアップ企業への出資も継続

住宅ローン保証を中核とした事業領域拡大

住宅ローン保証を中核とした
住生活・金融分野の総合グループ形成

前中期経営計画のビジョン

「住宅ローンプラットフォーマー」

中核
信用保証事業

期中管理・債権回収

物件検索・ローン仲介

家賃保証

フィンテック企業

モーゲージバンク

セカンドハウス

在宅医療

インフラ整備

住生活 金融

etc. etc.
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新たな収益の獲得 (住生活グループ形成)

⚫ 既存グル－プ会社の活用により新たな収益拡大を図る

みのり信用保証株式会社

• 全国保証のセカンドブランドの保証会社

• 親族間売買や狭小物件を対象とするなどニッチな顧客層に
対して信用保証を提供している

• 新中期経営計画においては、提携金融機関の増加ならびに
細やかなニーズを捉えた商品を提供し収益拡大を図る

• 住宅ローンの債権管理回収業を中核としたサービサー会社

• 全国保証の求償債権管理に加えて、金融機関からの事務
受託拡大に向けて、人員およびシステムを強化

• 新中期経営計画においては、受託先数の増加ならびに
債権買取を推進するとともに、新たな収益源を模索していく

全国保証が提携している金融機関

あけぼの債権回収株式会社

金融機関 金融機関

ニッチ分野での
商品展開

金融機関からの事務受託・
債権買取拡大
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新たな収益の獲得 （住生活グループ形成）

株式会社MFS 株式会社インテリックスホールディングス

• 2025年11月資本業務提携契約締結

• AIをはじめとした新たな技術によるローン審査プロセス
高度化に向けた共同研究

• 両社の金融機関・不動産事業者等の提携網にサービス普
及拡大(下図)

• 2026年2月資本業務提携契約締結

• 住宅ローン希望者の金融機関申込前の事前審査照会を受付、
住宅ローンおよび中古買取再販における連携を行う

• 両社が協力することで中古物件関係者の課題解決に向けて
取り組みを進めていく(下図)

全国保証の
提携金融機関

700先超

住宅ローンの
ポータルサイト
「モゲチェック」 連携

中古物件関係者の課題

中古物件の流通促進

消費者
不動産

工事業者
金融機関

• 適正な価格が不明
• 工事内容への不安

• リノベーション業者
の信頼性確保

• 品質不安の払しょく

• 工事価格の妥当性
• 担保価格懸念

保証可否を審査

金融機関へ
紹介

ポータルサイト 審査

⚫ 2026年3月期に資本業務提携契約を締結した2社との連携を進めていく
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新たな収益の獲得 （資産運用の利回り改善）

前受収益・必要資本の活用

* 保証債務残高に対して必要な資本。残高×PD×LGD×平均完済期間にて算出。
PD、LGD、平均完済期間は過去実績を基に当社にて設定

• 保証開始時に受領する保証料(前受収益)と、必要資本
を原資とした資産運用収益の向上を図る

• 金利ある世界のなかで、満期保有目的債券の償還に
合わせポートフォリオの入替による収益率向上を図る

国内債券

外国債券

株式

ABL貸付ほか

現預金

2031/3

4,600億円
国内債券外国債券

株式

ABL貸付ほか

現預金

2026/3
4,100億

円

94億円

収益率2.0%

FY2031/3目標

運用収益率と金融資産のポートフォリオ

49億円

収益率1.2%

FY2026/3見込み

1.2%
1.4%

1.6%
1.7%

1.9%
2.0%

FY2026/3 FY2027/3 FY2028/3 FY2029/3 FY2030/3 FY2031/3

前受収益

必要資本*

金融資産

信用保証事業を継続
するために必要な資本
投資対象リスク：低

将来収益に振り替わる
保証委託者からの預かり金
投資対象リスク：僅少

資産運用益

運用収益率

⚫ 資金の性質およびリスクに応じた金融資産ポートフォリオの構築により収益率向上を図る
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新中期経営計画 基本方針Ⅲ. 「人材・組織・ガバナンス強化」
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人材・組織・ガバナンス強化 (人的資本の価値向上・組織力強化)

⚫ 従業員満足度向上とエンゲージメント強化を同時に推進
⚫ 仕事へのやりがいを示すワークエンゲージメント指数が相対的に低いことから、

人事制度の改定等により改善を図る

4.67 4.75 4.90 

FY2024/3 FY2025/3 FY2026/3

3.84
3.94

4.04

FY2024/3 FY2025/3 FY2026/3

3.98 4.06 4.13

FY2024/3 FY2025/3 FY2026/3

従業員満足度

エンゲージメント指数

中間値 4.0点

中間値 4.0点

中間値 3.5点

• ワークエンゲージメント指数（仕事へのやりがい）
7点満点の平均値4.04点と中間値4点を上回っているが、他指数と
比較すると相対的に低評価、人事制度改定等で向上▶P25

• 組織コミットメント（組織への愛着）
6点満点の平均値4.13点と中間値3.5点を上回っている、継続して
職場環境の整備や上司との関係性・サポート体制を高めていく

従業員満足度
エンゲージメント各指数 FY2026/3以上

FY2031/3目標

従業員満足度

ワークエンゲージメント

組織コミットメント

• 社員の総合満足度は7点満点の平均値4.90点と中間値の4点を
上回っている

• 人材育成や評価基準の透明化、多様な働き方の推進など
人的資本の価値向上と組織力強化に取り組む▶P33
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人材・組織・ガバナンス強化 (人的資本の価値向上・組織力強化)

多様な働き方

• 職務経験の多様化を促進

• 従業員満足度、女性管理職比率
向上に向けた取り組み推進

健康増進

• 従業員の健康変化を早期発見

• 健康リテラシー向上による、活力
ある働き方を支援

専門人材の
育成

• 専門人材向けのキャリアパス提示

• 外部研修充実や自己研鑽支援

• 蓄積したノウハウの継承

人的資本の価値向上

職場環境の
整備

• 福利厚生の見直し

• 社内システム環境を整備・強化、
DX化推進

組織体制・人員
構成の見直し

• 組織の役割や目的の見直し

• 効率化を進めることで業務別
人員構成を見直し

株主との
価値共有

• 全従業員を対象とする株式給付
信託を導入、中長期的な企業
価値向上を志向する文化を醸成

組織力強化

従業員満足度
エンゲージメント

向上

⚫ 人的資本の価値向上と組織力強化により従業員満足度とエンゲージメントを高め、
中期経営計画達成の原動力とする

実効性向上のため2028年4月に人事制度改定を予定
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新中期経営計画 基本方針Ⅳ. 「資本政策」
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資本政策 (資本活用と資本効率向上)

14.6%

13.4% 13.8%
13.3%

8.3%
7.6% 8.0% 7.6%

FY2023/3 FY2024/3 FY2025/3 FY2026/3 FY2031/3

ROE 投資家期待収益率（1÷PER）

ROEおよび投資家期待収益率の推移

株主資本コストの予想
6-8%

ROEターゲット
12-15%

• 株主資本コストはCAPMベース6-8%で推移

• PERから逆算した投資家期待収益率は8%前後で推移しており想定範疇

• CAPM・PER逆数の双方の視点で資本コストを注視していく

前中期経営計画 新中期経営計画

ROE

12-15%

ターゲットレンジ
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資本政策 (資本活用と資本効率向上)

⚫ 信用保証事業に必要な資本を確保しつつ、ROE向上のために資本を活用していく

FY2026/3 FY2031/3

成長投資+機動的な自社株買い

• 住生活関連分野への投資に活用 (ハードルレート10%以上)
• 未使用時は機動的な自社株買いで対応

必要資本*

保証債務残高計画27.3兆円に必要な資本

• オーガニック＋インオーガニックで保証債務残高積上げ計画

安定継続した株主還元

利益の50%は安定的に還元 (配当性向50%)

5年間利益
約1,800億円

5年間配当
約900億円

ROE向上に向けた資本活用

必要資本*
2,320億円

活用可能
300億円

必要資本*
約3,000億円

活用可能
約500億円

* 保証債務残高に対して必要な資本。残高×PD×LGD×平均完済期間にて算出。PD、LGD、平均完済期間は過去実績を基に当社にて設定
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株主還元

10.7 15
24 27.5 31

40 43.5 47.5
58.5

66.5
74

85

106

120

149

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2030

69億円69億円

年度

自己株
取得額

45
中間

75
期末

- - - - - - - - - - - -

予想*

～

配当性向50%継続

機動的に実施

計画

22% 22% 22% 22% 22%
25% 25%

27%
30%

33%
36%

41%

45%

50%

配当性向

一株当たり配当金 (株式分割調整後) (円)

⚫ 中期経営計画では配当性向50%を維持

⚫ 安定的・継続的な株主還元を実現し、自社株買いは機動的に対応

* 配当予想は2026年3月16日に配当予想修正を公表
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株式情報

証券コード 7164

上場市場 東京証券取引所 プライム市場

単元株式数 100株

発行済株式数 320,000,000株※ （2025/4/1株式分割後）

発行可能株式総数 137,743,580株※ （2025/4/1株式分割後）

決算期 毎年3月31日

定時株主総会 毎年6月

株主優待制度
2026年３月31日を基準日とした株主名簿に記載または
記録された2単元（200株）以上保有の株主様への贈呈をもって、
廃止させていただきます。

※2025年4月1日付で普通株式1株につき2株の割合で株式分割を行っております



40

当社ウェブサイトのご案内

当社ウェブサイトのIR資料室では、決算説明会の動画等をご覧いただけます。
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免責条項および将来見通しに関する注意事項

将来見通しに関する注意事項

本発表において提供される資料ならびに情報は、いわゆる「見通し情報」（forward-looking statements）を含みます。

これらは、現在における見込み、予測およびリスクを伴う想定に基づくものであり、実質的にこれらの記述とは異なる結果

を招き得る不確実性を含んでおります。

それらリスクや不確実性には、一般的な業界ならびに市場の状況、金利、通貨為替変動といった一般的な国内および国際

的な経済状況が含まれます。今後、新しい情報・将来の出来事等があった場合であっても、当社は、本発表に含まれる「見通

し情報」の更新・修正をおこなう義務を負うものではありません。

免責事項

この資料は投資家の参考に資するため、全国保証株式会社（以下、当社）の現状をご理解いただくことを目的として、当社

が作成したものです。

当資料に記載された内容は、2026年3月24日現在において一般的に認識されている経済・社会等の情勢および当社が

合理的と判断した一定の前提や当社独自の判断に基づいて作成されておりますが、経営環境の変化等の事由により、予告

なしに変更される可能性があります。


